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１．事業計画書（申請書）作成の流れ
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１．事業計画書の作成
・事業内容
・実施スケジュール作成
・必要な費用算出
・今後5年間の経営計画の作成

２．金融機関・商工団体等と連携し、事業計画書内容の
ブラッシュアップ

３．意見書の発行（商工団体等より）

４．申請書類の提出（２０２４年５月１６日（木） 17：00必着）

提出先 （公財）ふくい産業支援センター 経営支援部
〒910-0296 坂井市丸岡町熊堂3-7-1-16



２．応募時の提出書類（1/3）
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＜申請者が作成＞
①助成金交付に関する事業計画書（様式第１）
②事業実施計画書（別紙１）
③事業概要（別紙２）

＜支援機関（商工団体）が作成＞
④意見書（様式第２）



《添付書類》
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２．応募時の提出書類（2/3）

・個人情報の取扱いについて（別紙３）
・反社会勢力ではないことの表明・確約に関する誓約事項
（別紙4）

・県税に滞納がない旨の証明書（応募日以前１か月以内に発行された

もの） または県税の納税についての同意書（別紙５）
 ※創業前・移住前の方も提出が必要です。

・地方消費税の納税証明書（応募日以前１か月以内に発行されたもの）

※創業前の方も未納の税額がないことを証明する納税証明書の提出が必要です。

・住民票（応募日以前１か月以内に発行されたもの）

申請時において、福井県への移住がまだの方は、現在居住している所の
 住民票を提出してください。移住後に再度住民票の提出が必要です。

・本人確認書類の写し（免許証、マイナンバーカード等写真付きのもの）
・履歴事項全部証明書（応募日以前１か月以内に発行されたもの）

※別法人の役員になっている方のみ 



《添付書類》
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２．応募時の提出書類（3/3）

既に創業されている場合

＜個人事業主の場合＞
・開業届（税務署の受付印のあるもの）

＜法人の場合＞
・全部事項証明書の履歴事項全部証明書

 



３．事業実施計画書等の記入方法

事業計画書の考え方

助成金の申請
審査委員に良く理解してもらうこと

ね ら い目 的

審査委員には、様々な業種、業界の方がいます。

皆さんに理解してもらうためには、以下の点を心がけてください。

○わかりやすく書く

◆専門用語はなるべく避ける

○ストーリーを持って

◆なぜ始めるのか

◆何をするのか

○熱意を前面に

◆良い点をアピール

◆助成なしでも実施する意気込みを

どんな商品・サービスか、なぜ売れるか、いかに実現
するか・・・
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○実現性をアピール

◆これまでの実績や経験

○根拠を示しながら

◆客観的な資料（書籍、
新聞、統計データ等）を効
果的に用いる

○社会性や必要性をアピール

◆地域課題に対し、どのように解決

に資するか



様式第１ 

助成金交付に関する事業計画書 

年  月  日 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

理事長 様 

 

申請者 

住  所  

事業者名  

代表者名               

担当者名 

連絡先  TEL:              FAX:                

          E-mail: 

 

 

 ＵＩターン移住創業支援事業助成金交付要領１１．の規定により、助成金の交付を希望しますの

で、下記のとおり事業計画を提出します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 事業実施期間          年  月   ～     年  月 

 

３ 事業実施計画       別紙１のとおり 

 

４ 事業に要する経費 

（１）事業費総額            金         円 

（２）助成対象経費           金         円 

（３）希望する助成額          金         円（千円未満切捨て） 

 

５ 各種確認事項（該当する欄に○を付けてください） 

別紙３「個人情報取扱に関する同意事

項」に記載された内容について 
 Ａ．同意する  Ｂ．同意しない 

別紙４「反社会勢力ではないことの表

明・確約に関する誓約事項」に記載され

た内容について 

 Ａ．誓約する  Ｂ．誓約しない 

５年以上継続して、福井県内に居住する

意思について 
 Ａ．意思がある  Ｂ．意思がない 

申請事業に係る自主財源分について、他

事業による助成を受けることができな

いことについて（移住支援金を除く） 

 Ａ．理解している  Ｂ．理解していない 

助成金交付に関する事業計画書（様式第１） の記入方法
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様式第１

助成金交付に関する事業計画書

2024年4月20日

公益財団法人ふくい産業支援センター
理事長 様

申請者

住 所 ○○県××市△△○丁目○○番地
事業者名

代表者名 ○○ ○○

担当者名 ○○ ○○
連絡先 TEL: （0776）12-3456

FAX: （0776）12-3456

E-mail:abc@xx.jp

提出日

《開業前の方》

・住所は現在の住民
票の住所を記入

《法人設立済みの方》
・会社の所在地を記
入
・事業者名に会社名
を記入



様式第１ 

助成金交付に関する事業計画書 

年  月  日 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

理事長 様 

 

申請者 

住  所  

事業者名  

代表者名               

担当者名 

連絡先  TEL:              FAX:                

          E-mail: 

 

 

 ＵＩターン移住創業支援事業助成金交付要領１１．の規定により、助成金の交付を希望しますの

で、下記のとおり事業計画を提出します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 事業実施期間          年  月   ～     年  月 

 

３ 事業実施計画       別紙１のとおり 

 

４ 事業に要する経費 

（１）事業費総額            金         円 

（２）助成対象経費           金         円 

（３）希望する助成額          金         円（千円未満切捨て） 

 

５ 各種確認事項（該当する欄に○を付けてください） 

別紙３「個人情報取扱に関する同意事

項」に記載された内容について 
 Ａ．同意する  Ｂ．同意しない 

別紙４「反社会勢力ではないことの表

明・確約に関する誓約事項」に記載され

た内容について 

 Ａ．誓約する  Ｂ．誓約しない 

５年以上継続して、福井県内に居住する

意思について 
 Ａ．意思がある  Ｂ．意思がない 

申請事業に係る自主財源分について、他

事業による助成を受けることができな

いことについて（移住支援金を除く） 

 Ａ．理解している  Ｂ．理解していない 

助成金交付に関する事業計画書（様式第１） の記入方法
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１ 事業名 地元の食材を利用した洋菓子店の開業

２ 事業実施期間 交付決定日以降 ～ 2025年1月

３ 事業実施計画 別紙１のとおり

４ 事業に要する経費

（１）事業費総額 金 4,375,000円

（２）助成対象経費 金 2,064,000円

（３）希望する助成額 金 1,375,000円
（千円未満切捨て）

事業内容を表現した的確で簡潔なテーマ名

例： 「～の実施」、「～の展開」など

最長翌年１月末まで

別紙１「④本事業全体に係る資金計画」から転記

別紙２「（４）経費明細表」から転記



様式第１ 

助成金交付に関する事業計画書 

年  月  日 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

理事長 様 

 

申請者 

住  所  

事業者名  

代表者名               

担当者名 

連絡先  TEL:              FAX:                

          E-mail: 

 

 

 ＵＩターン移住創業支援事業助成金交付要領１１．の規定により、助成金の交付を希望しますの

で、下記のとおり事業計画を提出します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

２ 事業実施期間          年  月   ～     年  月 

 

３ 事業実施計画       別紙１のとおり 

 

４ 事業に要する経費 

（１）事業費総額            金         円 

（２）助成対象経費           金         円 

（３）希望する助成額          金         円（千円未満切捨て） 

 

５ 各種確認事項（該当する欄に○を付けてください） 

別紙３「個人情報取扱に関する同意事

項」に記載された内容について 
 Ａ．同意する  Ｂ．同意しない 

別紙４「反社会勢力ではないことの表

明・確約に関する誓約事項」に記載され

た内容について 

 Ａ．誓約する  Ｂ．誓約しない 

５年以上継続して、福井県内に居住する

意思について 
 Ａ．意思がある  Ｂ．意思がない 

申請事業に係る自主財源分について、他

事業による助成を受けることができな

いことについて（移住支援金を除く） 

 Ａ．理解している  Ｂ．理解していない 

助成金交付に関する事業計画書（様式第１） の記入方法

５ 各種確認事項（該当する欄に○を付けてください）

10

別紙３「個人情報取扱に関する同
意事項」に記載された内容につい
て

○ Ａ．同意する
Ｂ．同意しな
い

別紙４「反社会勢力ではないこと
の表明・確約に関する誓約事項」
に記載された内容について

○ Ａ．誓約する
Ｂ．誓約しな
い

５年以上継続して、福井県内に居
住する意思について

○
Ａ．意思があ
る

Ｂ．意思がな
い

申請事業に係る自主財源分につい
て、他事業による助成を受けるこ
とができないことについて（移住
支援金を除く）

○
Ａ．理解して
いる

Ｂ．理解して
いない

各種確認事項を確認し、該当する箇所に○を付けてください



（別紙１） （1）応募者の概要等 の記入方法1/2

ふりがな

氏 名
（代表者氏名）

○○ ○○ 性別
□男
女

生年月日
（年齢）

xx年x月x日（ XX 歳）

連絡先住所等

〒*** －****

××市△△ ○丁目○○番地
本事業
創業直前
の職業

□1 会社役員
□2 個人事業主

3 会社員
□4 専業主婦・主夫
□5 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ
□6 学生
□7 その他（ ）

ＴＥＬ （0776）12-3456

ＦＡＸ （0776）12-3456

E-mail abc@xx.jp

本事業以外の
事業経営経験

事業を経営したことがない。
□ 事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。

事業形態 〔 □個人事業、 □会社、 □企業組合・協業組合、 □特定非営利法人 〕
事業内容 〔 〕

□ 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。（やめた時期：        年 月）

移住前の住所
〒*** －****

○○県××市△△ ○丁目○○番地

職 歴

2000年3月 A会社 入社

2010年4月 B会社 入社

2023年9月 B会社 退社、現在に至る

 年 月

事業実施計画書
《 申請時点において、  □創業済み、  創業前 》《 移住の区分  Ｕターン □Ｉターン 》

①申請者
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創業および移住
の区分それぞれ
どちらかにチェッ
ク

○○ ○○



別紙１ （1）応募者の概要等 の記入方法2/2

②実施形態

移住(予定)日 2024年 7月 1日 移住(予定)地 福井県 ○○市・町

開業・法人設立日
（予定日）

2024年 7月 1日 法人名（屋号） ×××

特定非営利活動法人
の場合のみ記載

特定非営利
活動の種類

□ｱ）中小企業者と連携して事業を行うもの
□ｲ）中小企業者の支援を行うために中小企業者が主体となって設立するもの
□ｳ）新たな市場の創出を通じて、中小企業の市場拡大にも資する事業活動を

行う者であって、有給職員を雇用するもの

事業実施地
（予定地）

〒*** －****

××市△△ ○丁目○○番地

事業形態

1 個人事業
補助事業期間中の
法人化も検討している

□2 会社設立
□2-1 株式会社
□2-2 合名会社
□2-3 合資会社
□2-4 合同会社

□3 組合設立
□3-1 企業組合
□3-2 協業組合

□4 特定非営利活動法人設立
□ 個人事業からの法人化

主たる業種
（日本標準産業分類
中分類を記載）

中分類名： 飲食店

コード（２桁）： ７６

資本金又は
出資金

（会社・組合）

0千円
（うち大企業からの出資： 千円）

株主又は
出資者数
（会社・組合）

0名
（うち大企業からの出資： 名）

役 員 ・
従業員数

合
計

0 名
内
訳

①役 員：  0名
（法人のみ）

②従業員： 0名

③ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ： 0名

事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記載）

許認可・免許等名称： 飲食店営業許可、食品衛生責任者
取得見込み時期： ＸＸ年ＸＸ月 12

個人事業主の場合、人員数に事業
主は含めません。

出資金や出資者数が「０」の場合でも
「０」と記載してください。

事業終了までに開業する必要があります。事業終了までに移住する必要があります。（必須要件）



日本標準産業分類中分類について
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日本の公的統計における産業分類を定めたもの（最新版を参照）

中分類名、コード（２桁）
を記載してください。



別紙１ （２）事業内容 の記入方法

■チェックポイント
○ 商品・サービスの概要、ターゲット
商品の仕入れ・販売方法

○ 新規性、独自性（他社との違い、優位性）
○ その商品やサービスにかかる市場の特性・規模
○ キャッシュレス決済の導入・ホームページ作成・

SNSやWebサイトでの情報発信
「事業の社会性」や「実現可能性」などが審査項目になるので、
可能な 限り記載してください。

14

（２）事業内容（事業全体について、詳しく記載してください。複数ページになっ
ても構いません。）

①本事業の具体的な内容（フランチャイズ契約を締結し、行う事業ですか
→ □はい ・□いいえ ）

ア．提供する商品・サービスについて
イ．社会性（地域社会が抱える課題の解決に資すること）
ウ．事業性（提供する商品・サービスの対価として得られる収益によって、自律

的な事業の継続が可能であること）
エ．必要性（当該地域における課題解決に資する商品・サービスの供給が十

分でないこと）
オ.デジタル技術の活用（起業する者の生産性の向上・機会損失の解消 及び

顧客の利便性の向上につながるデジタル技術を活用していること）



■チェックポイント

○ 創業にいたるまでの背景や理由を具体的に記載してください。

○ 将来的には、事業を拡大（全国展開など）することや雇用を増
やす、地域への波及効果など、展望についての構想を記載し
て下さい。

② 本事業の動機・きっかけ及び将来の展望

別紙１ （２）事業内容 の記入方法
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どういう目的で、何をやりたいかをはっきりさせる。

動機があいまいでは、さまざまな困難を乗り越えていくことは
できません。

創業しようとする事業内容が顧客のニーズや時代の流れに合っ
ているか。



■チェックポイント

○ この項目では、事業遂行のための技能の有無を
判断することになります。

 ○ これまでの経歴での経験や事業に関連する人脈など
 を記載して下さい。

事業を行うにあたっての基礎知識をどのように得てきたのか。

今までにどのような人と関わり、これからどのような支援協力を受けること
が期待出来るのか。
支援機関（商工団体、金融機関）以外の相談役はいるのか。

計画通りに事業が進まない場合、どの程度の期間でその後の対応（廃業
を含む）を判断するのか。

③ 本事業の知識、経験、人脈、熱意

別紙１ （２）事業内容 の記入方法
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別紙１ （２）事業内容 の記入方法

④ 本事業全体に係る資金計画

必要な資金 金額 調達の方法 金額

設
備
資
金

（内容） 設備導入
店舗改装工事

１，０００
１，３００

自己資金
２，０００

設備資金の合計 ２，３００ 金融機関からの借入
（調達先）

１，０００

運
転
資
金

（内容）  広告宣伝費
材料仕入
水道光熱費
その他

２４０
８１５
１５０
８７０

その他（売上、親族借入等） ０

補助金交付希望額
※[3]経費明細表[E]の額

運転資金の合計 ２，０７５

合 計 合 計

（単位：千円）

【金融機関からの外部資金の調達見込み】

□ 既に調達済み

補助事業実施期間中に調達見込みがある

□ 将来的に調達見込みがある

□ 調達見込みなし

《補助金交付希望額相当額の手当方法》 （単位：千円）

方 法 金額

自己資金 ３７５

金融機関からの借入金（調達先） １，０００

その他（調達先）

合計額（上表の補助金交付希望額） 17

毎
月
必
要
と
な
る
お
金

開
業
資
金

製
品
を
作

る
た
め
の
機
械
設
備
等

１，３７５

１，３７５

４，３７５ ４，３７５

(最大２００万円)

一 致 一

致

必ずいずれかに



（３）経費明細表 （２）④「本事業全体に係る資金計画」の設備資金及び運転資金の

内容の中から、補助事業期間中に補助対象となるものを記載 （単位：円）

別紙１ （３）経費明細表の記入方法

18

経費区分

助成対象経費 助成金交付希望額

積算根拠
費目 内容

金額(A) 金額(B)
うち地方創生交

付金の対象額

うち県単独費の

対象額
計

（消費税込） （消費税抜） (C＝B×1/2以内) (D＝B×1/6以内) (C＋D)

事業拠点開設

機械器具等購入費 卓上ミキサー 330,000 300,000 150,000 50,000 200,000見積添付

機械器具等購入費 業務用オーブン 495,000 450,000 225,000 75,000 300,000見積添付

機械器具等購入費 業務用冷蔵庫 275,000 250,000 125,000 41,666 166,666見積添付

店舗等借入費 ＠10万円×6月 660,000 600,000 300,000 100,000 400,000

0 0 0

0 0 0

小計 1,760,000 1,600,000 800,000 266,666 1,066,666

商品開発事業

0 0 0

0 0 0

小計 0 0 0 0 0

販路開拓事業

ホームページ作成

費
220,000 200,000 100,000 33,333 133,333見積添付

広告宣伝費
フリーペーパー掲

載
264,000 240,000 120,000 40,000 160,000＠4万円×6月

印刷製本費 ショップカード作成 26,400 24,000 12,000 4,000 16,000＠48円×500枚

0 0 0

0 0 0

0 0 0

小計 510,400 464,000 232,000 77,333 309,333

合 計
(上限150万円) (上限50万円) (E)(上限200万円)

※(E)は千円未満切捨て2,270,400 2,064,000 1,032,000 343,999 1,375,000

①税抜金額
を入力

② ①を入れると助成金交付希望額は
自動計算されます。
※合計（E）が200 万円を上回る場合は、
うち地方創生交付金の対象額 と

うち県単独費の対象額 を手入力
で減額し、合計が200万円になる
ように調整してください。

助成金交付希望額
を確認してください。

上限２００万円HP上のエクセル様式を

ダウンロードし作成してく
ださい。

費目を下段より
選択し記入



実施時期 具体的な実施内容

１年目
（開業準備、広告宣伝等による店舗や商品・サービスの
認知向上）など

２年目 （経営の安定化、イベント出店、人員増）など

３年目 （固定客確保や囲い込みの取り組み）など

４年目 （新たな商品やサービスの開発の取り組み）など

５年目 （２号店出店準備、県外への販路拡大）など

別紙１ （４）事業スケジュール の記入方法
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別紙 （５）売上・利益等の計画の記入方法

（５）売上・利益等の計画（決算期毎）

(b)売上原価 材料や副資材などの仕入
（業種ごとの原価率を参考にするとよいでしょう）

(d)販売管理費 人件費（個人事業の場合は従業員やアルバイトの賃金）
賃借料、水道光熱費、広告宣伝費 など

営業利益 個人事業の場合は、この部分が所得（事業主の収入）と
なります。

1年目（2024年
12月期）

2年目（2025年
12月期）

3年目（2026年
12月期）

4年目（2027年
12月期）

5年目（2028年
12月期）

(a) 売上高 千円 千円 千円 千円 千円

(b) 売上原価 千円 千円 千円 千円 千円

(c) 売上総利益
（a－b）

千円 千円 千円 千円 千円

(d) 販売管理費 千円 千円 千円 千円 千円

営業利益（c－d） 千円 千円 千円 千円 千円

従業員数
（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 人） 人 人 人 人 人

積算根拠

20



⑥ 売上・利益等の計画（決算期毎）

2024年7月～
2024年12月期

2025年1月～
2025年12月期

2026年1月～
2026年12月期

(a) 売上高 16,290 千円 37,800 千円 43,020 千円

(b) 売上原価 4,887 千円 11,340 千円 12,906 千円

(c) 売上総利益（a－b） 11,403 千円 26,460 千円 30,114 千円

(d) 販売管理費 1,658 千円 5,313 千円 7,670 千円

営業利益（c－d） 9,744 千円 21,147 千円 22,444 千円

従業員数
2 人

（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ1 人）
3 人

（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 2人）
4 人

（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 3人）

積算根拠 ＜売上高＞
平日 1,500（客単価）×50組(客
数)×１７日＝1,275,000円
祝祭日 2,000（客単価）×80組
(客数)×9日＝1,440,000円
合計2,715,000円×6カ月＝
16,290,000

＜売上原価＞
16,290,000×0.3＝4,887,000

＜売上総利益＞
16,290,000円－4,887,000円
＝11,403,000

＜販売管理費＞
人件費 アルバイト１人
時給800円×8時間/日×26日＝
166,400円
166,400×6カ月＝998,400
賃料 50,000*6＝300,000
光熱水費 40,000*6＝240,000
広告宣伝費20,000*6＝120,000

合計 1,658,400

＜売上高＞
平日 1,500（客単価）×60組(客
数)×１７日＝1,530,000円
祝祭日 2,000（客単価）×90組
(客数)×9日＝1,620,000円
合計3,150,000円×12カ月＝
37,800,000

＜売上原価＞
37,800,000×0.3＝11,340,000

＜売上総利益＞
37,800,000円－11,340,000円＝
26,460,000

＜販売管理費＞
人件費 アルバイト2人
時給800円×8時間/日×26日＝
166,400円
166,400×2名×12カ月＝
3,993,600

賃料 50,000*12＝600,000
光熱水費 40,000*12＝480,000
広告宣伝費20,000*12＝
240,000

合計 5,313,600

＜売上高＞
平日 1,500（客単価）×70組(客
数)×１７日＝1,785,000円
祝祭日 2,000（客単価）×100組
(客数)×9日＝1,800,000円
合計3,585,000円×12カ月＝
43,020,000

＜売上原価＞
43,020,000×0.3＝12,906,000

＜売上総利益＞
43,020,000円－12,906,000円＝
30,114,000

＜販売管理費＞
人件費 アルバイト３人
時給800円×8時間/日×26日＝
166,400円
166,400×3×12カ月＝
5,990,400

賃料 50,000*12＝600,000
光熱水費 40,000*12＝480,000
広告宣伝費50,000*12＝600,000

合計 7,670,400

別紙１ （２）事業内容の記入方法

21

個人事業主は、１～１２月期
法人は決算月ごとに記入

数値の積算根拠
を具体的に記入
してください。



助成金交付に関する事業計画書の意見書について

22

意見書は、

福井県内の商工会議所、商工会で
作成いただく書類です。

担当の方が事業計画書の内容を確
認し、支援機関としての意見を記載
するため、発行するのに時間を要し
ます。

早めに相談いただきますようお願い
いたします。

受付最終日付近は混み合う可能
性があるため、早めのご相談を
お願いします。

様式第２ 

  年  月  日  

意  見  書 
 
 
                         団体名  

                         代表者               

 
 
    年度ＵＩターン移住創業支援事業助成金にかかる下記１．の応募者の申請についての意見は、
以下のとおりです。 
 

記 

 

１．応募者 

氏名  

住所  電話番号  

 

２．支援機関としてのコメント 

 ①自律的な事業継続が可能か。 

 

 

 

 

 

 

 

 ②提供する商品・サービスは、当該地域において供給が十分ではなく、必要性が高いか。 

 

 

 

 

 

 

 

 ③その他（自由意見） 
 



（公財）ふくい産業支援センター

経営支援部 営業・資金支援グループ

TEL 0776-67-7406 FAX 0776-67-7419

E-mail shikin-g@fisc.jp  

URL https://www.fisc.jp

申請・助成金に関するお問合せは下記まで

お気軽にご連絡ください

23

〒910-0296

坂井市丸岡町熊堂３-７-１-１６
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